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まえがき 

この規格は，産業標準化法に基づき，日本産業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が制定した日本

産業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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エネルギーサービス－エネルギーサービス事業の 
評価及び改善のための指針 

Energy services-Guidelines for the assessment and improvement  
of the energy service to users 

 

0 序文 

0.1 一般 

この規格は，2017 年に第 1 版として発行された ISO 50007 を基とし，我が国におけるエネルギー供給の

実態に合わせ技術的内容を変更して作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある箇所は，対応国際規格を変更している事項である。技術的差

異の一覧表にその説明を付けて，附属書 JA に示す。 

0.2 規格の目的 

この規格は，エネルギーサービス事業に関する法規，公的な規制などが定められていないか，又は一般

的な取引慣習が整備されていない場合に，エネルギーサービス事業者などに対して，グッドプラクティス

（優れた取組）を推奨することを目的とする。ここで，グッドプラクティスとは，サービス契約，支払方

法，価格決定，料金体系及び補助金，公正な提供を行うこと，並びに貧困及び／又はぜい（脆）弱な消費

者のニーズに関するものである。 

0.3 規格の利点 

この規格が推奨するグッドプラクティスが広く普及することによって，一般消費者は，貧困又はぜい（脆）

弱な状況にあっても，安定したエネルギーを妥当な価格で利用可能になる。また，エネルギーサービス事

業者が複数存在する場合に，グッドプラクティスに従っている事業者，“持続可能な開発目標”に貢献して

いる事業者などを認識可能となることが期待される。 

エネルギーサービス事業者は，この規格が推奨するグッドプラクティスに従うことによって，消費者に

対するサービスの品質を自主的に改善することが可能となる。また，サービスの改善を望む消費者から認

識されるようになるため，この規格に従わない他の事業者に対して優位となり得る。また，既に他の指針

を適用している場合にも，それらの指針を見直すために利用することが可能である。 

0.4 規格の利用 

この規格は，エネルギーサービス事業者がユーザーに対するサービスを自主的に改善するための指針で

あり，第三者がエネルギーサービス事業者を認証したり評価を加えたりすることは想定していない。法規，


